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(57)【要約】
【課題】取扱い性を良好とし、かつ構造物の重量増加割
合を低く抑える事のできる鋼構造物の防食工法を提供す
る。
【解決手段】鋼構造物２０の上部に第１開口部２２を設
けると共に、側部に第１開口部２２よりも小さな第２開
口部２４を設け、鋼構造物２０よりも卑な電位を有する
金属棒１２の外周に保水性繊維１４を配置した陽極材１
０を第１開口部２２から鋼構造物２０の内部に配置する
と共に、第２開口部２４を介して金属棒１２と鋼構造物
２０との導通を図った状態で固定することで第２開口部
２４を封止することを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋼構造物の上部に第１開口部を設けると共に、側部に前記第１開口部よりも小さな第２
開口部を設け、
　前記鋼構造物よりも卑な電位を有する金属棒の外周に保水性繊維を配置した陽極材を前
記第１開口部から前記鋼構造物の内部に配置すると共に、前記第２開口部を介して前記金
属棒と前記鋼構造物との導通を図った状態で固定することで前記第２開口部を封止するこ
とを特徴とする鋼構造物の防食工法。
【請求項２】
　前記金属棒の外周には、前記保水性繊維に突き刺さる棘が備えられていることを特徴と
する請求項１に記載の鋼構造物の防食工法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鋼構造物の防食工法に係り、特に、閉塞断面における鋼部材の腐食を抑制す
る事に好適な防食工法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　標識や照明柱、鋼管杭、都市内高架橋の鋼製高欄などの鋼構造物の閉塞部である内側面
には、著しい腐食損傷が生じる場合がある。この損傷は、海塩や、凍結防止剤等の塩化物
を含む雨水や、結露水が部材内部に長期間滞水することが主原因となり発生するケースが
多いとされている。
【０００３】
　こうした構造物では、外側面においては、塗装やメッキ等による防食対策が施されるこ
とが一般的であるが、既設構造物の内部にメッキや塗装を欠陥なく施す事は困難とされて
いる。このため、鋼構造物の閉塞部である内側面の防食対策には、種々の工夫が必要とさ
れている。例えば、特許文献１には、既設鋼管内部の防食を図る技術が開示されている。
特許文献１に開示されている技術は、鋼管を切断し、内部に、鋼管構成部材よりも卑な電
位を持つ金属（卑な金属）の微小粒を充填し、切断した鋼管を元に戻すというものである
。
【０００４】
　このような技術によれば、鋼管内部に充填した金属の微小粒がアノードとなって鋼管内
面を陰極防食すると共に、アノード溶解した微小粒が水酸化物となって保護被膜を形成し
、防食性を高めるとされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－１２９４７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に開示されているような技術によれば、確かに鋼構造物の内部における防食
に一定の効果があると考えられる。ここで、特許文献１に開示されているような技術は特
に、標識や照明柱等の比較的小型な構造物には有効であると考えられる。一方で、高架橋
の鋼製高欄など、大型構造物の場合、金属の微小粒を大量に使用することとなり、構造物
自体の重量増加割合が大きくなってしまう可能性がある。また、その特性上、まとまりと
して扱う事ができず、取扱い性が悪いといった問題がある。
　そこで本発明では、取扱い性を良好とし、かつ構造物の重量増加割合を低く抑える事の
できる鋼構造物の防食工法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００７】
　上記目的を達成するための本発明に係る鋼構造物の防食工法は、鋼構造物の上部に第１
開口部を設けると共に、側部に前記第１開口部よりも小さな第２開口部を設け、前記鋼構
造物よりも卑な電位を有する金属棒の外周に保水性繊維を配置した陽極材を前記第１開口
部から前記鋼構造物の内部に配置すると共に、前記第２開口部を介して前記金属棒と前記
鋼構造物との導通を図った状態で固定することで前記第２開口部を封止することを特徴と
する。
【０００８】
　また、上記のような特徴を有する鋼構造物の防食工法において前記金属棒の外周には、
前記保水性繊維に突き刺さる棘が備えられているようにすると良い。このような特徴を有
する事によれば、金属棒に対する保水性繊維の位置ズレを防止することができる。
【発明の効果】
【０００９】
　上記のような特徴を有する鋼構造物の防食工法によれば、取扱い性を良好とし、かつ構
造物の重量増加割合を低く抑える事ができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】実施形態に係る陽極材を円筒状の鋼構造物に挿入、配置した状態を示す斜視図で
ある。
【図２】実施形態に係る陽極材の構造を説明するための部分断面図である。
【図３】実施形態に係る陽極材の変形例を示す図である。
【図４】陽極材を小型な鋼構造物に挿入、配置する防食工法の流れを示す図である。
【図５】陽極材を大型な鋼構造物に挿入、配置する防食工法を説明するための斜視図であ
る。
【図６】大型な鋼構造物に陽極材を複数挿入、配置する場合の例を示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の鋼構造物の防食工法に係る実施の形態について、図面を参照して詳細に
説明する。なお、以下に示す実施の形態は、本発明の鋼構造物の防食工法を実施する上で
好適な実施形態の一部であり、その機能を逸脱しない範囲において、各要素の形態や施工
の順番を変更したとしても、本発明の一部とみなすことができる。
【００１２】
［陽極材］
　まず、図１、図２を参照して、本発明に適用する陽極材１０の構成について説明する。
本形態に係る陽極材１０は、金属棒１２と、保水性繊維１４を基本として構成されている
。金属棒１２は、犠牲陽極としての役割を果たし、防食処理の対象となる鋼構造物２０よ
りも卑な電位を持つ金属により構成されていれば良い。鋼構造物２０を鉄（Ｆｅ）とした
場合、金属棒１２は、アルミニウム（Ａｌ）や亜鉛（Ｚｎ）、またアルミニウム合金やマ
グネシウム合金などとすれば良い。加工容易性や原料コスト等を加味した場合、アルミニ
ウム－亜鉛合金（Ａｌ－Ｚｎ）等とすることが望ましい。
【００１３】
　保水性繊維１４は、保水性を持つ部材であれば良く、例えば、布、紙、編織物、および
不織布などとすることができる。また、保水性繊維１４には、親水性官能基を有する繊維
を含むことができる。具体的には、繊維中、あるいは繊維表面に、－ＳＯ３Ｈ、－ＣＯＯ
Ｈ、－ＮＨ３、－ＣＯＮＨ２、－ＣＨＯ、－ＳＨ、－ＯＨなどの親水性官能基を有するも
のであれば良い。このような組成の繊維であれば、繊維中、あるいは繊維間に水分を保持
することができるからである。親水性官能基を有する繊維としては、レーヨン、綿、ビニ
ロン、ナイロン、羊毛、アクリレートなどを挙げることができる。
【００１４】
　実施形態に係る陽極材１０は、上記のような構成の金属棒１２の外周に、上記のような



(4) JP 2020-2437 A 2020.1.9

10

20

30

40

50

構成の保水性繊維１４を配置することにより構成されている。保水性繊維１４の配置手段
は、特に限定されるものでは無く、図２に示すように、金属棒１２の外周に、シート状の
保水性繊維１４を巻き付けるようにしても良いし、金属棒１２をシート状、あるいはブロ
ック状の保水性繊維１４で挟み込むようにしても良い（当該形態は、不図示）。
【００１５】
　このような構成の陽極材１０は、使用時には、保水性繊維１４に電解液が含浸される。
電解液としては、防食対象とする鋼構造物２０と金属棒１２との間に防食電流が生じるも
の、すなわちイオンの移動を生じさせるものであれば良いが、現実には、雨水や大気中の
湿分が機能を受け持つ。
【００１６】
　なお、実施形態に係る陽極材１０の金属棒１２は、導電性部材１６により、鋼構造物２
０と接続されることとなる。導電性部材１６は、可撓性を有する導線等とすることもでき
るが、本実施形態では、鋼構造物２０に固定することで、陽極材１０の位置決めを図る支
持具としての役割を担う要素としている。
【００１７】
［変形例］
　このようにして、金属棒１２の外周に保水性繊維１４を配置する形態を採る場合、金属
棒１２の外周には、図３に示すような棘１２ａを備えるようにしても良い。棘１２ａは、
金属棒１２を基端として放射状に複数配置すると良く、その配置形態は、特に問うもので
は無い。金属棒１２の外周に棘１２ａを設け、この棘１２ａに保水性繊維１４を絡める（
突き刺す）ように配置することで、金属棒１２と保水性繊維１４との位置にズレが生じ難
くなる。このため、金属棒１２を垂直に配置した場合に、自重作用により保水性繊維１４
が金属棒１２の下半部に偏ることを抑制することができる。なお、図３には、棘１２ａに
ついて、形式的に針状のものを示しているが、棘１２ａは、保水性繊維１４の位置ズレ防
止効果を奏することができるものであれば、針状以外の形態とすることもできる。
【００１８】
［鋼構造物への適用１］
　次に、上記のような特徴を有する陽極材１０を鋼構造物２０へ設置する防食工法につい
て説明する。まず、鋼構造物２０が、標識や照明柱など、比較的小型で、断面形状を円筒
型とする場合の例について説明する。
　鋼構造物２０が図４（Ａ）に示す標識中のような既設構造物である場合、図４（Ｂ）に
示すように、鋼構造物２０における防食対象領域よりも上部側の領域を切断し、第１開口
部２２を形成する。標識柱や照明柱の場合、滞水し易い根本部分の腐食進行が大きくなる
傾向があり、構造物全体に防食を施す必要性が低いからである。次に、切断した鋼構造物
２０の下半部における側壁部に、導電性部材１６を固定するための第２開口部２４を形成
する。ここで、第１開口部２２は、鋼構造物２０に対して陽極材１０を挿入するための開
口部である。これに対し、第２開口部２４は、導電性部材１６を挿通、固定するための開
口部である。よって、第２開口部２４は、第１開口部２２に比べて小さな開口部となる。
【００１９】
　次に、図４（Ｂ）に示すように、鋼構造物２０の内部に陽極材１０を挿入、配置する。
この時、金属棒１２の外周に配置する保水性繊維１４は、陽極材１０を鋼構造物２０の内
部に配置した際、鋼構造物２０の内壁に接することとなるように、密に配置する。金属棒
１２と鋼構造物２０との間に配置する部材を保水性繊維１４とすることで、柔軟性を持っ
た繊維が両部材に良好に密着することとなり、防食効果を高めることが可能となる。なお
、保水性繊維１４の配置範囲は、限定するものではないが、金属棒１２を長手方向に覆う
範囲とすることで、広い範囲における防食効果を奏することが可能となる。
【００２０】
　導電性部材１６は、第２開口部２４を貫通するように配置し、ナット１８等を介して鋼
構造物２０との導電性が確保された状態で固定される。このため、第２開口部２４は、導
電性部材１６の固定と共に封止されることとなる。上述したように、本実施形態において
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導電性部材１６は、金属棒１２の支持具としての役割を担う。このため、第２開口部２４
を介して鋼構造物２０に導電性部材１６を固定することで、鋼構造物２０の内部において
、金属棒１２を含む陽極材１０の位置決めが成される。
【００２１】
　このような配置形態において、保水性繊維１４に電解液を含浸させることで、鋼構造物
２０と金属棒１２との間には、金属棒１２を陽極、鋼構造物２０を陰極とした防食電流が
生じることとなる。これにより、金属棒１２では酸化反応、鋼構造物２０では還元反応が
生じ、鋼構造物２０の内壁面の防食を図ることが可能となる。
【００２２】
　上述のようにして鋼構造物２０の内部に陽極材１０を設置した後、第１開口部２２を形
成するために切断した鋼構造物２０の上半部を、図４（Ｄ）に示すように、鋼構造物２０
の下半部に接合することで、鋼構造物２０を元の状態に戻す。
【００２３】
［鋼構造物への適用２］
　次に、上記のような特徴を有する陽極材１０を、高架橋の鋼製高欄などの大型構造物に
適用する場合の防食工法について説明する。
　本形態の鋼構造物２０は、図５に示すような高架橋の高欄のような、矩形断面を有する
箱体とする。鋼構造物２０がこのような形態である場合、天板部分に、陽極材１０を挿入
するための第１開口部２２を形成する。また、上記形態と同様に、箱体の側壁の下半部に
は、導電性部材１６を挿通、固定するための第２開口部２４を形成する。なお、天板部分
が取り外せる場合には、天板を取り外す事で第１開口部２２を構成しても良い。ここで、
図５に示すように、断面形状の縦横比が異なり、いわゆる幅広構造である場合、図６に示
すように、１つの鋼構造物２０に対して複数の陽極材１０を配置する。このため、第１開
口部２２は、大きな面積を持つ１つの開口部とすることができるが、第２開口部２４は、
配置する陽極材１０の数に対応して複数設けるようにする。
【００２４】
　陽極材１０は、上記形態と同様に、第１開口部２２から挿入し、導電性部材１６を介し
て第２開口部２４を封止するようにして鋼構造物２０に固定する。ここで、図５、図６に
示すように、保水性繊維１４における鋼構造物２０との接触面が平坦面となるように、保
水性繊維１４を押圧変形させればよい。また、陽極材１０を複数配置する場合、その配置
間隔は、近接配置される陽極材１０との隙間（保水性繊維間１４の隙間）が小さくなるよ
うに（理想としては隙間が無くなるように）すると良い。
【００２５】
　陽極材１０の配置間隔は、鋼構造物２０の設置場所や使用条件に応じて、適宜配置間隔
を調整することが望ましい。なお、保水性繊維１４は、上記形態と同様に、金属棒１２の
軸方向における配置範囲を覆う範囲で配置すれば良い。なお、陽極材１０の挿入、配置が
終了した後には、上記実施形態と同様に、第１開口部２２を封止する。本形態の場合、天
板を元に戻せば良い。
【００２６】
　このような工法とすることによれば、鋼構造物２０が、高架橋の高欄のような大型構造
物であっても、防食対策による高欄自体の重量増加割合を抑制することができる。また、
金属棒１２と保水性繊維１４といった簡易な構造、材料により陽極材１０を構成している
ため、安価であり、かつ取扱い性も良好とすることができる。
【００２７】
　なお、上記実施形態のように、鋼構造物２０に対して保水性繊維１４を備えた陽極材１
０を配置する場合、陽極材１０を配置する前に、鋼構造物２０の内部に素地調整を施すと
良い。素地調整としては、鋼構造物２０の内部に付着した錆や汚れを落とす作業であれば
良く、２種ケレン程度でも防食上問題はない。鋼構造物２０の内部に素地調整を施すこと
によれば、防食効果を高めることができる。
【符号の説明】
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【００２８】
１０………陽極材、１２………金属棒、１２ａ………棘、１４………保水性繊維、１６…
……導電性部材、１８………ナット、２０………鋼構造物、２２………第１開口部、２４
………第２開口部。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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